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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成18年６月22日に提出した第69期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一部に誤り

があったため、これを訂正するための有価証券報告書の訂正報告書を提出するものである。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

(1）連結財務諸表 

注記事項 

セグメント情報 

事業の種類別セグメント情報 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は  を付して表示している。 



第一部【企業情報】 

  

第５【経理の状況】 

  

１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

注記事項 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

（訂正前） 

（注）１．事業区分の方法 

製品の種類、製造方法、販売方法等の類似性、収益管理等の単位を勘案し、事業区分を行っている。 

２．各事業区分に属する主要な製品は、「第１ 企業の概況 ３．事業の内容」に記載している。 

３．本セグメント情報の金額は消費税等抜きで表示している。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（前連結会計年度12,104百万円、当連結会計年度179百万円）の主なも

のは、提出会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であ

る。 

５．営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用（前連結会計年度2,110百万円、当連結会計年度2,920百万

円）の主なものは、提出会社の本社コーポレート部門に係る費用である。 

  

  
高級金属製品
（百万円） 

電子・情報部品 
（百万円） 

高級機能部品
（百万円） 

サービス他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売
上高 

225,647 135,747 168,905 60,379 590,678 － 590,678

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

20,428 24,206 15,417 9,044 69,095 △69,095 －

計 246,075 159,953 184,322 69,423 659,773 △69,095 590,678

営業費用 223,266 142,845 175,076 68,004 609,191 △66,015 543,176

営業利益 22,809 17,108 9,246 1,419 50,582 △3,080 47,502

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出 

  

資産 227,272 171,332 140,038 45,810 584,452 △30,177 554,275

減価償却費 7,603 7,648 6,288 454 21,993 586 22,579

資本的支出 12,368 9,609 6,791 302 29,250 390 29,640



（訂正後） 

（注）１．事業区分の方法 

製品の種類、製造方法、販売方法等の類似性、収益管理等の単位を勘案し、事業区分を行っている。 

２．各事業区分に属する主要な製品は、「第１ 企業の概況 ３．事業の内容」に記載している。 

３．本セグメント情報の金額は消費税等抜きで表示している。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（前連結会計年度12,104百万円、当連結会計年度179百万円）の主なも

のは、提出会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であ

る。 

５．営業費用のうち「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用（前連結会計年度2,110百万円、当連結会計年度2,920百万

円）の主なものは、提出会社の本社コーポレート部門に係る費用である。 

  

  

  
高級金属製品
（百万円） 

電子・情報部品 
（百万円） 

高級機能部品
（百万円） 

サービス他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する売
上高 

225,647 135,747 168,905 60,379 590,678 － 590,678

(2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

20,428 24,206 15,417 9,044 69,095 △69,095 －

計 246,075 159,953 184,322 69,423 659,773 △69,095 590,678

営業費用 223,266 142,845 175,076 68,004 609,191 △66,015 543,176

営業利益 22,809 17,108 9,246 1,419 50,582 △3,080 47,502

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出 

  

資産 227,272 171,332 140,038 45,810 584,452 △30,177 554,275

減価償却費 7,603 7,648 6,288 454 21,993 586 22,579

資本的支出 12,368 9,609 6,971 302 29,250 390 29,640
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